
（平成２３年４月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 23 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認広島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

広島国民年金 事案 1145 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 53年１月から同年３月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料について、自宅に来ていた地域の婦人

部の集金人に納付していた。しかし、申立期間が未納とされており納得で

きない。 

申立期間当時、領収証等を受け取ったと思うが、現在は保管していない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、国民年金に任意加入している上、申立期間以外

の国民年金加入期間は、国民年金保険料を全て納付し、国民年金と厚生年金

保険の切替手続も適切に行っていることから、申立人の年金制度に対する理

解及び納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立人は、申立期間に係る保険料をＡ郡Ｂ町（現在は、Ｃ市）にお

いて、地域の婦人部の集金人に納付したとしているところ、Ｃ市役所の回答

及び社会保険庁長官（当時）表彰の記録から申立人が居住していたＢ町には、

申立期間当時、納付組織があり、保険料を集金していたことが確認できる。 

さらに、申立期間は３か月と短期間であるとともに、申立期間及びその前

後において、申立人の生活状況に変化は見られず、保険料を納付したとする

申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

広島国民年金 事案 1146 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年４月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から 55年３月まで 

私は、申立期間について、妻と一緒に国民年金保険料の申請免除をして

いたが、妻がテレビのニュースで追納できることを知り、平成元年の４月

か５月頃、市役所に妻が追納を申し出たところ、市役所からは国庫金なの

で対応できないと言われた。そこで、市役所で聞いた連絡先へ電話して、

夫婦二人分を毎月払いで追納したいと言ったが、時効で納められない期間

が出てくるので一括払いにするようにと言われたため、私の分について納

付書を送付してもらい、妻が一括で５万円弱（後で当時の書類を確認した

ら、３万 9,600円）の保険料を納付した。 

    しかし、年金の記録が申請免除のままになっているので、訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及びその妻は、申立期間以外の国民年金加入期間は、国民年金保険

料を全て納付している上、国民年金と厚生年金保険の切替手続を適切に行っ

ており、また、納付年月日が確認できる昭和 63 年 11 月以降は、夫婦共にほ

ぼ現年度納付しているほか、妻は、国民年金の強制加入と任意加入の種別変

更手続も適切に行っており、夫婦共に納付意識が高かったものと認められる。 

   さらに、妻が追納したとする平成元年４月は一括して追納が可能な期間

（10 年）内であり、妻の供述内容（ⅰ）追納額、ⅱ）追納額には加算金が無

かったこと、ⅲ）追納に係る納付書の形状等）は具体的であり、当時の状況

とも一致している。 

加えて、申立人は、昭和 63 年 11 月に会社を退職しているものの、退職後

に独立して仕事をしたとする業務内容及び収益状況についての供述も具体的

であり、申立人の妻は、追納した時期は就職して収入があったとしていると



 

  

ころ、厚生年金保険の加入記録により、それが確認できることから、経済的

に追納することは可能であったことがうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

  

広島国民年金 事案 1148 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 47年１月から 49年３月まで 

                  ② 昭和 52年７月から同年９月まで 

私は、昭和 47 年１月にＡ町（現在は、Ｂ市）役場で国民年金の加入手続

をして以来、49 年３月まで毎月、Ａ信用金庫Ａ本店（当時）で保険料を納

付していた。また、同年４月から 54 年３月までの間は保険料を納付できな

かったが、同町の民生金庫貸付事業により借りた 20 万円に手持ちのお金を

加えて、55 年１月及び同年６月に、合計 21 万円以上の保険料を遡って納

付した。 

しかし、申立期間①及び②の保険料が未納となっており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手

帳記号番号払出簿における申立人の前後の任意加入者の資格取得日等から、

昭和 55 年１月頃に払い出されたものと推認されるところ、当該時点は、第

３回特例納付の実施期間であったことから、申立期間②の保険料を特例納

付することは可能であった。 

    また、申立期間②直前の昭和 49 年４月から 52 年６月までの保険料は第

３回特例納付により納付済みとされており、申立人が短期間である申立期

間②の保険料のみをあえて納付しなかったとは考えにくい。 

さらに、申立人は、Ａ町の民生金庫貸付事業により借りた 20 万円に手持

ちのお金を加えて、合計 21 万円以上の保険料を遡って納付したと主張して

いるところ、当該金額は納付済みとされている昭和 49 年４月から 52 年６

月までの期間及び 52 年 10 月から 54 年３月までの期間の保険料に申立期間

②の保険料を加えた保険料額（21 万 3,960 円）とおおむね一致している上、



 

  

Ｂ市は、「昭和 55 年当時、Ａ町の民生金庫貸付事業の限度額は 20 万円で

あった。」と回答していることから、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間②の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

２ 一方、申立期間①については、申立人は、昭和 47 年 1 月に国民年金の加

入手続を行うとともに、保険料を毎月、Ａ信用金庫Ａ本店で納付していた

と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、前述のとおり 55 年

1 月頃に払い出されたものと推認され、当該時点では、申立期間①の保険

料は時効により納付することができない上、申立期間①当時の保険料の納

付方法は３か月ごとの納付であったことから、申立内容には不自然な点が

見受けられる。 

   また、国民年金手帳記号番号払出管理簿の調査及びオンライン記録によ

る氏名検索によっても、申立期間①当時、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間①は長期間に及んでいることから、申立人が金融機関

で納付したとする保険料について、連続して事務処理の誤りが生じたとは

考え難い上、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間

①の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。        

 



広島厚生年金 事案 1972 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成５年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 53 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ：  平成５年３月 31日から同年４月１日まで 

平成３年６月１日から５年３月 31日までＡ社に勤務し、同年４月１日か 

らはＢ社に勤務した。 

Ａ社での厚生年金保険の資格喪失日が平成５年３月 31 日となっているが、

同社から同日まで勤務していた証明書を発行してもらっており、給与明細書

は無いが、所得税、雇用保険などだけ給与から引かれ、厚生年金保険料のみ

が引かれていなかったことはないと思う。 

申立期間について、未加入の記録とされていることに納得できないので記 

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所から提出された「人事記録簿」及び雇用保険の記録により、申立 

人は、平成３年６月１日から５年３月 31日まで同事業所に勤務していたこと 

が確認できる。 

また、オンライン記録により、申立人が記憶する同僚及び申立事業所におい 

て申立期間前後の厚生年金保険の加入記録がある同僚８人について、資格喪失 

日をみると、雇用保険の離職日と同日に資格喪失している者はいない上、７人

が雇用保険の離職日の翌日に資格喪失していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立事業所における平

成５年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、53 万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、「申立人の資格喪失日を平成５年３月 31日と誤って届け出た

ことは十分考えられるが、当時の記録が残っておらず不明である。」としてい

るが、事業主が申立人の資格喪失日を平成５年４月１日と届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難

いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申

立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



広島厚生年金 事案 1973 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張する

標準賞与額（67 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該日の標準賞与額に係る記録を 67

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏        名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 30年生 

    住        所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

    私はＡ社で平成 18年３月 27日から２年間、契約社員（Ｂ業務）として勤

務したが、申立期間において、18年 12月の賞与から厚生年金保険料を控除

されていたにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無いので、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された申立期間に係る賞与支給明細書、及びＣ社（Ａ社の後

継会社）から提出された「平成 18年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳」（写）か

ら、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（67 万円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

   また、申立期間の標準賞与額については、賞与支給明細書及び平成 18 年分

所得税源泉徴収簿兼賃金台帳の賞与額から、67万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間に係る保険料の賞与支払届を社会保険事務所（当時）

に提出しておらず、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事

務所は、申立人が主張する平成 18年 12月 15日の標準賞与額（67万円）に基

づく保険料について、納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



広島国民年金 事案 1142 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年３月から９年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 50年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成８年３月から９年６月まで 

私は、平成８年２月に会社を退職後、同年３月に国民年金の加入手続を行

ったが、その時は国民年金保険料を納付していなかった。 

平成 10年 10月に、再度、国民年金に加入した後、現年度の保険料は口座

振替で納付し、申立期間の保険料は、入手時期は不明だが、過年度保険料の

納付書があったので、同年 11月頃から 14年までの間に、金融機関の窓口で

16回から 17回ぐらいに分けて、ほぼ毎月納付した。 

申立期間の国民年金保険料の納付記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 10年 11月頃から申立期間の保険料の納付を始めたとしてい

ることから、この時期であれば、申立期間のうち、時効により納付できない８

年３月から同年９月までの保険料を除き、同年 10 月から９年６月までの保険

料を過年度納付することは可能であったと推測できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人については、「第１号、第

３号保険者取得勧奨対象者（勧奨事象発生年月日平成 10年 10月１日）」とし

て、「未適用者一覧表（最終）」が平成 12年８月 21日に作成された記録がある

ことから、申立人は、当該時点では、申立人が主張する 10年 10月の資格取得

の手続は行っておらず、申立人は、当該時期に申立人に対し行われた加入勧奨

によって当該資格取得日に係る加入手続を行ったものと推測でき、この時点で

は申立期間の保険料は時効により納付することはできない。 

また、申立人の平成 10年 10月分以降の保険料の納付年月日をみると、同月

分の保険料を 12年 11月 10日に納付して以降、10年 11月から 12年３月まで

の過年度保険料を 14 年２月 25日までにほぼ毎月納付し、平成 12年度の保険



料は平成 13年１月 10 日に一括納付し、平成 13年度の保険料は毎月現年度納

付していることが確認できるとともに、平成 14 年４月から口座振替による納

付を開始しており、申立人の記憶する納付状況とほぼ一致していることから、

申立人の記憶は、10年 10月分の保険料を納付した 12年 11月以降の保険料の

納付に係るものであることが推測される。 

さらに、申立人が保険料を納付したとする時期は、平成９年１月の基礎年金

番号導入後の時期であり、申立人は、申立期間の保険料を 10年 11月以降、16

回から 17 回ぐらいに分けてほぼ毎月納付したとしているが、これらのすべて

の納付記録に漏れが生じる可能性は考え難い。 

加えて、申立人は、国民健康保険についても、平成 12 年９月１日に加入手

続を行い、同年 10月 16日に 10年 10月以降の国民健康保険料を納付している

ことがＡ市の回答により確認できることから、申立期間当時においても、国民

健康保険の加入手続を行わず、国民年金の加入手続のみを行い、国民年金保険

料を納付していたことは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



広島国民年金 事案 1143 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年８月の国民年金保険料については、還付されていないも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 60年８月 

日本年金機構の回答（平成 22年５月 26日付け）では、申立期間の国民年

金保険料を昭和 60年 12月に還付されたことになっているが、私は、保険料

を納付したことはあっても、今まで一度も還付金を受け取ったことは無い。

どのように連絡し、どのように還付されたのかが不明であり、納得できない

ので申立期間の納付記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する昭和 60 年度国民年金保険料納入通知書兼領収証書により、

申立期間の保険料は、昭和60年８月17日に納付されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人は、昭和 60年８月 21日にＡ社で厚生年金保険の被保

険者資格を取得していることが同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿で

確認でき、申立人は、同日に国民年金の被保険者資格を喪失し、申立期間は厚

生年金保険の被保険者であることから、国民年金の被保険者となり得る期間で

ないことは明らかである。 

また、オンライン記録から、申立期間の国民年金保険料は、厚生年金保険加

入による過誤納保険料となり、送金（支払）通知書が当時申立人の住所地であ

ったＢ地Ｃ区Ｄを宛先として昭和 60 年 12 月３日に作成され、当該保険料は、

同年 12 月５日にＥ銀行Ｆ支店（現在は、Ｇ銀行Ｈ支店）の申立人の普通預金

口座に振り込まれたことが、同口座の取引推移一覧表から確認できる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 

 



広島国民年金 事案 1144 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年６月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年６月から平成元年３月まで 

    申立期間当時、私は学生であり、国民年金は任意加入であることは知って

いたが、亡くなった母親が、私の将来を案じて私が就職するまで国民年金保

険料を納め続けてくれた。自宅とＡ町役場が離れていたので、母親は同町の

納付組織に保険料を納付していたと思う。申立期間が未加入となっているの

は納得がいかないので調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ町が保管する国民年金被保険者名簿によると、申立人の国民年金の被保険

者資格取得日は平成２年４月２日とされており、申立人が所持する年金手帳の

「初めて被保険者となった日」の欄においても、「平成２年４月２日」と記載

されていることが確認できることから、申立期間は未加入期間となり、制度上、

保険料を納付できない上、申立期間は学生であり、国民年金は任意加入対象期

間となることから、20歳到達時に遡って資格を取得することはできない。 

   また、社会保険事務所（当時）からＡ町に払い出された昭和 59年 11月７日

から 62年２月 19日までの国民年金手帳記号番号の中に申立人の氏名は無く、

申立人は申立期間当時同町に居住していたとしていることから、申立人に別の

手帳記号番号が払い出されたとは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立人の母親がＡ町の納付組織の集金人に保険料を納付

したとしているところ、同町は当時の納付組織に係る資料は残っていないとし、

当時の国民年金の集金担当者についても所在不明としている。 

加えて、申立人は申立期間の国民年金の加入手続及び保険料納付に関与して 

おらず、加入手続及び保険料を納付してくれたとする申立人の母親は、既に亡

くなっており、申立期間当時の状況は不明である。 



  その上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家 

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを 

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す 

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは 

できない。 

 



広島国民年金 事案 1147 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年５月から７年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年５月から７年９月まで 

私は、平成７年３月か同年４月頃、Ａ市役所Ｂ出張所において、「今なら

２年遡って国民年金保険料を支払えば、空白期間無く全期間納めることがで

きる。」と言われたので、５年５月に遡って国民年金に加入し、２年分の保

険料を一括納付した。その後は、毎月、金融機関で納付していたが、申立期

間の納付記録が全く無いのはおかしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は平成９年１月の基礎年金番号制度導入前であることから、申立人

が５年５月に国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険料を納付するために

は、国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立人が所持する年

金手帳には、手帳記号番号の記載は無い上、氏名検索を行っても、申立人に手

帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

また、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録（１）欄において、申立

人は平成 10 年４月１日に国民年金の被保険者資格を取得していることが確認

でき、当該取得日はオンライン記録とも一致していることから、申立期間は、

国民年金の未加入期間であり、制度上、保険料を納付することはできない。 

さらに、Ａ市役所は、申立期間当時、Ｂ出張所では過年度の保険料は納付す

ることができなかったとしていることから、申立内容と符合しない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは



できない。 

 



広島国民年金 事案 1149 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年７月から 41年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 36年７月から 41年６月まで 

私は、昭和 36 年４月に国民年金制度ができた当初から妻と一緒に国民年

金に加入し、同年７月に事業所に就職し厚生年金保険に加入した後も、妻が

夫婦二人分の保険料を納付していた。妻が、「会社勤めは長く続かないので

国民年金に入っておいた方がよい。国民年金の保険料も払っておけば、厚生

年金保険に上乗せしてもらえる。」などと言っていたことを覚えており、申

立期間が納付済みとされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿によれ

ば妻と連番で払い出されており、昭和 35年 10月に国民年金に加入しているこ

とから、国民年金制度の発足当初に加入手続を行ったものと推認できる。 

しかしながら、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、保険料を

納付できない上、申立人は国民年金保険料の納付に関与しておらず、申立人の

保険料を納付していたとする申立人の妻は既に死亡しており、申立期間におけ

る国民年金保険料の納付状況等は不明である。 

また、オンライン記録によれば、昭和 63年９月の申立人の 60歳到達時点及

び平成８年 11 月の２回、厚生年金保険記号番号の統合処理が行われたことが

確認できるが、いずれの時点においても国民年金保険料の重複納付による保険

料還付の処理が行われた記録は見当たらない。 

さらに、申立人の妻が申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立人の妻が申

立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。  



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



広島国民年金 事案 1150 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年 10 月から８年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成７年 10月から８年２月まで 

私は、申立期間の保険料を郵送されてきた納付書によって請求額どおりま

とめて納付した。納付した金額や時期は覚えていないが、学生だった申立期

間当時、アルバイト収入の中から保険料を納付したので、申立期間が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   市町村の国民年金被保険者名簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、

職権適用により平成８年１月頃に払い出されていることが確認でき、申立人は、

当該払出時点で申立期間の保険料を納付することは可能であったものの、同名

簿に申立期間の保険料を納付した形跡は見当たらない上、申立人は、申立期間

と同様に学生であった平成９年度の保険料について免除申請を行い、承認され

ていることから、学生であった期間の保険料を納付していた事情はうかがえな

い。 

   また、オンライン記録によれば、申立人は、申立期間直後の平成８年３月か

ら９年３月までの保険料を 10年４月 10日に過年度納付したことが確認でき、

その時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない上、申

立人は、申立期間の保険料をまとめて納付したとする時期及び納付金額等を具

体的に記憶していないことから、当該過年度保険料の納付と申立期間の保険料

納付とを混同している可能性がうかがわれる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立人が申立期間に係る国民年金

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



広島国民年金 事案 1151 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年４月から 50年３月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 49年４月から 50年３月まで 

私は、短大在学中に 20歳になったことから、昭和 49年＊月に、母親がＡ

市役所で国民年金の任意加入手続を行うとともに、申立期間の国民年金保

険料１年分を同市役所でまとめて納付したにもかかわらず、申立期間が任

意加入期間ではなく強制加入期間とされ、しかも未納とされていることに

納得できない。 

なお、２歳年上の姉も短大在学中に 20歳になったことから、私と同様に

母親が任意加入手続を行い、保険料を納付しているはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年＊月に、申立人の母親が申立人の国民年金の任意加入

手続を行うとともに、保険料１年分をまとめて納付したと申し立てているが、

申立人は、加入手続及び保険料の納付には直接関与しておらず、申立人の加入

手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の母親は病気で話を聞くことが

できないため、保険料の納付状況等は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿

によれば、昭和 51 年１月 12 日にＡ市において申立人の姉と連番で払い出さ

れたことが確認でき、加入手続は、申立人の前後の任意加入者の資格取得日

から、50年 12月頃に行われたものと推認される上、申立人は、申立期間及び

当該加入手続時点を通じてＡ市に居住していることから、当該加入手続時点

以前に同市において加入手続が行われた事情はうかがえないほか、国民年金

手帳記号番号払出管理簿の調査及びオンライン記録による氏名検索によって

も、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていた記録は確認できず、申立

人の母親が申立人の 20 歳直後の 49 年＊月に国民年金の任意加入手続を行っ



ていたとは考え難い。 

   さらに、申立人の姉は、20 歳直後の期間が国民年金に未加入とされている

上、Ａ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿によれば、備考欄に、「新規 過

年度セップスミ」との記載が確認できるところ、同市は当該記載内容について、

「新規加入時において過年度分（昭和 49年４月から 50年３月まで）の手書き

の納付書を市の窓口で発行したことを示すものと考えられる。」と回答してい

ることから、申立期間の納付書は、申立人の母親が加入手続を行った時点で、

過年度保険料の納付用として発行されたものと考えるのが自然であり、申立人

の母親が申立人の申立期間に係る保険料を昭和 49 年＊月時点で納付したこと

は考え難い。 

   加えて、申立人の母親が申立人の申立期間に係る保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の母親が申立人の

申立期間に係る保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



広島厚生年金 事案 1968 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和６年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 27年４月 26日から同年５月 28日まで 

         ② 昭和 31年１月 25日から同年２月１日まで 

私は、昭和 27年３月に専門学校を卒業し、同年４月 26日からＡ事業所（現

在は、Ｂ事業所）で勤務していたが、厚生年金保険の資格取得日が同年５月

28日とされている。 

また、昭和 31年１月 10日にＡ事業所を退職し、同月 25日からＣ事業所

（現在は、Ｄ事業所）で勤務したが、厚生年金保険の資格取得日は同年２月

１日とされている。 

Ａ事業所及びＣ事業所の人事関係記録では、それぞれ昭和 27 年４月 26

日、31年１月 25日に採用となっており、申立期間の記録が無いことに納得

できないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ｂ事業所から提出された申立人に係る「職員名簿」

により、申立人が昭和 27年４月 26日に採用されていることが確認できる。 

  しかしながら、申立ての事業所から提出された「社会保険台帳」には、申

立人の厚生年金保険の資格取得日は昭和 27年５月 28日、健康保険証の番号

は✽、厚生年金保険記号番号は「✽」と記載されており、これらの記録は、

申立ての事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び申立人の厚生年

金保険被保険者台帳の資格取得日等と一致しており、事業主は申立人の資格

取得日を 27年５月 28日として届け出ていたことが確認できる。 

  また、申立ての事業所の現在の担当者は、「申立人の資格取得日の前後約

５年間の職員の採用年月日と厚生年金保険の資格取得日を検証したが、資格

取得日が採用日の数日後又は翌月となっており、当時、採用と同時に厚生年

金保険に加入させるような統一的な事務処理が行われていた状況はみられ

ない。」としており、申立ての事業所では、必ずしも全ての職員を採用と同

時に厚生年金保険に加入させる取扱いを行っていなかった状況がうかがえ



る。 

  さらに、申立ての事業所では、「申立期間当時の保険料控除等に関する資

料は残っていない。」としており、申立期間①における厚生年金保険料控除

等の状況は確認できない。 

２ 申立期間②については、Ｄ事業所から提出された申立人に係る「職員任用

内議書」及び申立人から提出された申立ての事業所が平成 20年６月 26日に

作成した「在職期間証明書」により、申立人が申立ての事業所に昭和 31 年

１月 25日から在籍していたことが確認できる。 

  しかしながら、申立ての事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

申立人の資格取得日は昭和 31 年２月１日と記載され、申立人の厚生年金保

険被保険者台帳の資格取得日と一致していることが確認できる。 

また、申立ての事業所は、申立人の採用日と資格取得日が相違している原

因については不明としているが、上記被保険者名簿により、昭和 27 年以降

に被保険者資格を取得している者の資格取得日を検証したところ、27 年か

ら 31年までの資格取得者 127人のうち、月初日の１日が資格取得日とされ

ている者が 93人と大半を占めている上、30年及び 31年の新卒採用者 19人

は４月 10日（30年は４月 10日が日曜日のため 11日）が資格取得日とされ、

各月１日以外の日が資格取得日とされている者は 15人（うち、10人は男）

であることが確認できることから、申立ての事業所では、月の途中で採用し

た者については翌月初日を資格取得日として届け出ていたものと推認でき

る。 

さらに、申立ての事業所では「申立期間当時の賃金台帳等の関連資料は残

っていないため、保険料控除については不明である。」としており、申立期

間②における申立ての事業所の厚生年金保険料控除等の状況は確認できな

い。 

３ 申立人は、申立期間において、厚生年金保険料が給与から控除されていた

とする具体的な記憶は無く、申立期間当時の同僚に聴取しても、申立期間に

おいて申立人の給与から保険料が控除されていたことをうかがわせる供述

は得られない。 

  このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事業も見当たら

ない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



 

 

広島厚生年金 事案 1969 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 28年４月頃から 31年５月頃まで 

私は学校卒業後、知人に誘われ、知人と一緒にＡ社に入社し、住み込みで

働いていた。 

入社当初は、＊をしていたが、数か月後に＊の仕事に変わり、３年間従事

し、知人と一緒に退職した。 

正社員であったはずであり、知人には厚生年金保険の加入記録があるのに、

私だけ厚生年金保険に加入していないことに納得できないので、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立ての事業所に一緒に入社したとする知人及び申立期間当時の同僚一人

の回答から、勤務期間は特定できないものの、申立人が申立ての事業所に勤務

していたことは推認できる。 

しかしながら、申立期間当時に申立ての事業所に勤務していた同僚で回答

が得られた 14 人のうち３人は、「正社員や臨時社員の中には、厚生年金保険

に加入している者と加入していない者がいた。」と述べているところ、申立人

の同僚が、申立期間当時一緒に勤務していた者として名前を挙げた者のうち

二人は、申立ての事業所において厚生年金保険の加入記録が無いこと等から、

申立ての事業所は、必ずしも従業員の全員を厚生年金保険に加入させていな

かったことがうかがわれる。 

また、申立人が記憶している同僚と同姓の二人に照会したが回答が得られ

ない上、申立期間当時の事業主は既に死亡しており、申立ての事業所の現在

の事業主は、「昭和 58 年７月に事業を廃止し、店舗を建て替えた際に、当時

の会社関係の書類は処分したため申立期間当時の資料は無く、申立人の勤務

実態及び保険料控除の実態は不明である。」と回答しており、申立人に係る厚

生年金保険の適用状況及び保険料控除等について確認することができない。 



 

 

さらに、申立人は申立期間において、給与から厚生年金保険料が控除され

ていたとする具体的な記憶は無く、同僚からも保険料の控除に係る具体的な

供述は得られない。 

加えて、申立ての事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に

係る健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も無い。 

このほか、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

 

広島厚生年金 事案 1970（事案 1009、1548の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 36年６月から 37年８月頃まで 

これまで二度、Ａ社における申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いこ

とについて申立てをしたが、認められなかった。 

Ａ社のＢ氏及びＣ氏と一緒に勤めていたことは間違いないので、この二人

に事情を聞いて、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立ての事業所であるＡ社は、昭和

36年９月 14日に解散し、同日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

ことが確認できる上、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には同年４月

以降に被保険者資格を取得した者は見当たらないこと、ⅱ）申立人は、36 年

11月 21日に適用事業所となったＤ社で同日に資格取得し、37年３月 11日ま

での間、厚生年金保険の被保険者となっているが、同社の被保険者名簿には、

申立期間における健康保険の番号に欠番は無く、同年３月 11 日以降について

も申立人の名前は見当たらないこと、ⅲ）Ａ社及びＤ社は、いずれも既に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間当時の事業主は既に死亡

し、当時の事務担当者に聴取しても、申立人の勤務実態及び保険料控除等に係

る具体的な供述は得られないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成

22年１月 29日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

また、その後、申立人は、前回の審議結果に納得できないとし、申立期間当

時の同僚７人の名前を挙げているところ、ⅰ）住所が確認できた４人、及び申

立期間にＡ社又はＤ社で厚生年金保険の加入記録がある 16 人に文書照会を行

ったところ、13 人から回答が得られたが、申立人の申立期間における勤務実

態及び給与からの厚生年金保険料の控除に係る具体的な供述は得られなかっ

たこと、ⅱ）Ａ社での厚生年金保険の被保険者記録が無く、昭和 36 年 11 月

21日にＤ社で被保険者資格を取得している５人（申立人を除く。）のうち４人

は申立人が記憶する同僚であること、また、Ａ社は同年９月に解散し、同時に



 

 

厚生年金保険の適用事業所でなくなっていることから、申立人の主張する 36

年６月頃に同事業所に採用された者については、厚生年金保険被保険者とされ

なかったものと推測されること、ⅲ）申立人が昭和 37 年３月にＤ社で厚生年

金保険の被保険者でなくなって以降、同年８月までの期間については、申立人

の勤務実態は確認できず、当該期間において保険料が控除されていたことをう

かがわせる関連資料、周辺事情は見当たらないことなどから、既に当委員会の

決定に基づき平成 22 年９月９日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

今回、申立人は申立期間当時の同僚二人の名前を挙げて申立てを行っている

が、当該同僚からは、既にこれまでの申立ての際に事情聴取を行っている上、

申立人からは新たな資料の提出は無く、このほかに委員会のこれまでの決定を

変更すべき新たな事情が見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険

者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。



                      

  

広島厚生年金 事案 1971（事案 1547の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 36年８月頃から 37年４月頃まで 

私は、昭和 36年の盆前頃から 37年４月頃まで、Ａ社のＢ班で、Ｃ県のＤ

事業場及びＥ県のＦ事業場の事業場の社員として勤務しており、Ｅ県で勤務

した時には会社から健康保険証の交付を受けたことがあるので、厚生年金保

険にも加入していたはずである。 

当該期間の厚生年金保険の加入記録が無いことについて、前回、申立てを

行ったが、私はＡ社の直接雇用者ではなかったとして記録訂正は認められな

かった。 

しかし、Ａ社Ｂ班がＡ社の下請け事業所であったことは認識しており、Ａ

社Ｇ支店から、Ａ社Ｂ班という組織が存在したとの証言が得られたので、今

回、改めて、Ａ社Ｂ班を申立ての事業所として再申立てする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社は、班と称する組織で社員とし

て勤務していたとする者については、社員記録が確認できた者はいないことか

ら、同社の直接雇用者ではなく、下請けの社員であった可能性が高いとしてい

ること、ⅱ）申立人は当時の上司及び同僚の姓のみしか記憶していないため、

これらの者から申立人の勤務実態及び保険料控除の事実を確認することがで

きないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成 22 年９月９日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たり、申立人は、Ａ社Ｇ支店においてＡ社Ｂ班の存在が確

認できたと供述しているところ、同支店は、「Ａ社Ｂ班については、これまで

の取引関係からみて、現存するＨ社の前身であった可能性が高い。」と回答し

ているところ、Ｈ社は、「当社が株式会社になる前の個人事業主の時期からＡ

社の仕事を請け負ったことからみて、Ａ社Ｂ班は当社の前身であると思われる。



                      

  

また、申立期間当時にＣ県のＤ事業場及びＥ県のＦ事業場の仕事を請け負っ

た。」と回答していること、及び申立人が同僚として記憶する姓に一致する同

社の厚生年金保険被保険者が「自分はＡ社Ｂ班に勤務していた。」と供述して

いることから、勤務期間は特定できないものの、申立人がＡ社Ｂ班で勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、Ｈ社は、「当社が厚生年金保険の適用事業所になったのは、

株式会社になった昭和 40 年９月＊日であり、個人事業主であった当時は厚生

年金保険の適用事業所ではなかった。」と回答しており、オンライン記録にお

いてもＡ社Ｂ班が厚生年金保険の適用事業所であった事実は確認できない。 

また、Ｈ社が保管する同社のＩ国民健康保険組合の加入申込書には、Ｉ国民

健康保険組合に加入する昭和40年８月21日以前の厚生年金保険及び健康保険

は、「Ａ社にて一括加入」と記載されているところ、＊の事業が新たに厚生年

金保険の適用業種に追加されたことに伴い 28 年８月に発出された国の通知に

より、＊等の事業に使用される者に関する厚生年金保険の適用については、＊

等に使用される従業員及び＊の元請、下請け業者が雇用する基幹要員である常

用的従業員にとどめるとされていること、Ａ社が申立期間において加入してい

た同組合は、「当組合は、職員や常用労働者(基幹要員)を対象とした第 1 種組

合員と日雇労働者を対象とした第２種組合員があり、第１種組合員は厚生年金

保険に加入していたが、第２種組合員は厚生年金保険には加入していなかっ

た。」と回答していることから判断すると、申立人については、申立期間当時、

第２種組合員としてＩ国民健康保険に加入していたが、厚生年金保険には加入

していなかった可能性がうかがわれる。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、Ｄ事業場の仕事に従事していた元妻に

出会い、Ｅ県のＦ事業場ではＡ社Ｂ班で一緒に勤務し、後に結婚した。」と供

述しているところ、申立人の元妻は、申立期間において、厚生年金保険の加入

記録は無く、昭和 36年４月から 40年１月までの間、国民年金に加入し、その

保険料を納付している。 

加えて、申立人の元妻に照会したが、体調不良のため回答が得られなかった

上、申立人が同僚として記憶するＡ社Ｂ班に勤務していた者は、「申立人のこ

とは覚えておらず、Ａ社Ｂ班の社員の社会保険がどのようになっていたかは分

からない。」と供述しており、申立人の申立期間当時における厚生年金保険料

控除の事実を確認することができない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情が見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1974 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： 昭和 48年４月１日から同年８月９日まで 

  私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に昭和 45 年９月に就職し、49年２月に結婚

した後も勤務を続けたが、出産のため同年８月末に退職した。申立期間の厚

生年金保険の加入記録が無いが、勤務場所を変わったことも長期間休んだこ

とも無く、途中で退職したことも無い上、当時の事業主は厳しい人で、休・

退職した者を再雇用する方ではなかったので、なぜ加入記録が無いのか納得

できない。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、申立事業所に昭和 45 年９月１日に就職し、49 年８月 31 日に退

職するまで継続して勤務していたと供述しているが、申立人の申立事業所にお

ける雇用保険の加入記録は、45 年９月１日から 48 年３月 31 日までの期間及

び同年８月９日から 49年８月 31日までの期間となっており、申立期間の加入

記録は無い上、厚生年金保険の加入期間と一致する。 

また、申立事業所から提出された「失業保険資格取得確認通知書」には、被

保険者となった日は申立期間後の厚生年金保険の資格取得日と同じ「昭和 48

年８月９日」、区分は「再取得」、賃金月額は「57,400 円」と記載され、昭和

48年８月 28日付けのＣ公共職業安定所長の受理確認通知印が押されているこ

とが確認できる上、申立人の申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票

の進達記録欄に、「資格取得届・48.８.29」と記載されていることから、同時

期に申立人に係る雇用保険及び厚生年金保険の届出事務が行われたものと推

測されるとともに、申立事業所で申立人と同時期に勤務し、自己都合により一

旦退職した 10 か月後に復職している同僚のＤに係る資格喪失時及び資格再取

得時の標準報酬月額をみると、再取得時には 8,000円が減額されているところ、

申立人についても、資格喪失時の標準報酬月額は６万 4,000円、再取得時は５



                      

  

万 6,000円であり、8,000円が減額されていることが確認できることから、申

立人は、前述の資格取得日に復職したことがうかがわれる。 

さらに、前述の「失業保険資格取得確認通知書」には、申立人の住所は「Ｃ

市Ｅ町」と記載され、被保険者確認印の欄には申立人の旧姓である「Ｆ」の印

が押されていることが確認できるところ、申立人は、当初、「申立事業所には、

独り暮らしをしていたＧ町から通勤していた。」と供述していたが、再聴取の

際には、「Ｅ町の知人宅に数か月間住んでいたことを思い出したが、Ｅ町から

申立事業所に通勤したはっきりした記憶は無い。」としていることから、申立

人の記憶は定かではないものの、申立期間において生活及び就労上の何らかの

変化があったことがうかがえる。 

加えて、申立人が記憶する同僚を含め、申立期間に申立事業所において厚生

年金保険の加入記録がある同僚に照会しても、申立期間において継続して勤務

していたとする具体的な供述は得られない上、申立事業所は、当時の関係資料

は既に廃棄しており、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除については不明であるとしていることから、申立人の申立期間における

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1975 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 36年４月１日から 38年４月１日まで 

私は、長女が２歳又は３歳になった頃からＡ社に勤務していた。同社では、

昭和 38 年４月から厚生年金保険の加入記録があることは確認できるが、こ

れは同社のＢ市の市場にあった店舗に勤務していた時の加入記録であり、こ

れ以前にＣ市Ｄで同社に勤務していた時の加入記録が漏れているので、調査

の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38 年４月以前から申立事業所に勤務していたとしていると

ころ、申立事業所が厚生年金保険の適用事業所となった 36年３月から 38年４

月までの間に申立事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得してい

ることが確認できる同性の同僚 11 人に照会した結果、回答があった７人全員

が申立人を記憶していない上、申立人自身も当時の同僚を一人も記憶していな

いことから、申立人が申立期間当時、申立事業所に勤務していたことを確認す

ることができない。 

また、申立人は、Ｃ市Ｄで勤務していた当時の厚生年金保険の加入記録が漏

れているとしているところ、Ｂ市の市場にあった申立事業所で勤務していた同

僚は、「私は、妻とその母の三人でＢ市の市場でＥ社を営んでいたが、長男（昭

和 37年＊月生）が生後 10か月頃に病気になり、その後入院し、妻が勤務でき

なくなったので、本店から派遣してもらった従業員がＦさんという女性だった

と思う。」としていることから、申立人が同市の市場内で勤務していたのは、

昭和 38 年９月以降であると推認されるところ、申立人の申立事業所での厚生

年金保険の資格取得日は 38 年４月１日であることを踏まえると、申立人の申

立事業所での厚生年金保険の加入記録には、Ｃ市Ｄで勤務した期間の加入記録

も含まれているものと推認できる。 



                      

  

さらに、申立人は、申立人の夫の厚生年金保険の加入記録が確認できる昭和

36 年５月 13 日から 37 年９月１日までの期間において、夫の健康保険の被扶

養者として認定されており、当該期間は申立期間と重複する。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1976 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成４年３月 26日から５年６月 28日まで 

    私は、平成３年７月８日から 11年７月 26日までＡ社にパートとして継続

して勤務した。入社してしばらくは同社のＢ部署で勤務し、５年６月に本社

へ異動したが、ねんきん特別便を見ると、申立期間が国民年金の被保険者期

間となっていることに気が付いた。 

しかし、私は、申立期間も厚生年金保険に加入していたはずなので、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、雇用保険の記録により、申立事業所において平成３年７月８日か

ら 11年７月 25日まで継続して勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、ⅰ）申立人は、申立期間中の勤務時間について９時から 16

時までと供述しているところ、同僚照会で、申立人と同じ勤務時間であったパ

ート従業員二人の名前が判明したが、当該二人の申立事業所に係る厚生年金保

険の加入記録は見当たらないこと、ⅱ）申立人は、「私が機械を使うようにな

った頃（平成５年６月頃）に、勤務時間が９時から 17時までと長くなった。」

と供述しているところ、申立人は平成５年６月に厚生年金保険に再加入してい

ることなどから、申立事業所は、勤務時間が短い従業員については厚生年金保

険に加入させていなかったことがうかがわれる。 

また、オンライン記録によると、申立期間に係る国民年金の法定免除の記録

は、平成６年８月 30 日に入力されていることが確認でき、これは、当初、申

立期間が国民年金の未納期間であったが、後に、生活保護受給期間と判明した

ため、記録が法定免除（国民年金法第 89 条第二号）に訂正されたものと考え

られる。このことから、社会保険事務所（当時）は、同年８月 30日の時点で、

申立期間が厚生年金保険の被保険者期間ではないことを確認したものと考え



                      

  

られる。 

さらに、Ｃ市が保管している申立人の国民年金被保険者名簿を見ると、「厚

年番号」欄の上に「3.7.8-4.3.26  5.6.28-」と記載されているのが確認でき、

この年月日は、申立人の申立事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格の取得

日及び喪失日と一致することから、Ｃ市は、申立人に係る年金記録を社会保険

事務所に照会し、申立期間は厚生年金保険加入期間ではないことを確認してい

たものと考えられるほか、当該被保険者名簿及び申立人の所持する年金手帳に

おける国民年金の記録は、オンライン記録と一致している。 

加えて、申立人は、平成４年３月 26 日の厚生年金保険の被保険者資格喪失

に伴い、同年４月７日に健康保険被保険者証を返還していることが、オンライ

ン記録により確認できる。 

このほか、申立事業所は既に解散しており、当時の役員は、申立事業所に係

る資料は保管していないとしていることから、申立人の申立期間に係る給与か

ら厚生年金保険料が控除されたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1977 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 49年５月頃から 50年４月頃まで 

             ② 昭和 50年４月頃から 51年５月１日まで 

             ③ 昭和 52年７月５日から 53年９月 20日まで 

             ④ 昭和 54年７月１日から 56年１月頃まで 

             ⑤ 昭和 56年１月頃から 57年１月頃まで 

             ⑥ 昭和 60年９月 26日から 61年４月頃まで 

             ⑦ 昭和 62年２月頃から 63年６月１日まで 

    私は、申立期間①について、Ａ社に勤務した。 

申立期間②、③及び④について、昭和 50年４月頃から 56年１月頃までＢ

社に運転手として継続して勤務しており、途中で退社し、再度入社したこと

もない。 

申立期間⑤について、Ｃ社に勤務した。当該事業所には、先輩の依頼によ

って入社しており、社会保険加入が条件だったと思う。 

申立期間⑥について、昭和 57年１月頃から 61年４月頃までＤ社又はＥ社

に継続して勤務した。 

申立期間⑦について、昭和 62 年２月頃から平成元年３月末までＦ社に継

続して勤務した。 

しかし、申立期間①から⑦までが厚生年金保険に未加入となっており、納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、雇用保険の加入記録（昭和 49 年７月８

日から 50年５月 15日まで）から、申立期間①とは一部期間が相違するもの

の、Ａ社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録では、同社は、申立期間①当時から現在ま



                      

  

で厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い上、申立人は、「申立期間

①当時、Ａ社の従業員は、３人（事業主、その妻及び申立人）であった。」

としていることから、同社は、適用事業所としての要件（当時は、常時使用

する従業員が５人以上）を満たしていなかったことがうかがえる。 

また、同社の事業主は既に死亡しており、その妻は入院中のため、同社に

おける申立人の勤務実態及び保険料控除について確認できないが、事業主及

びその妻は、申立期間①において共に国民年金に加入していることが確認で

きることからも、同社は適用事業所ではなかったと認められる。 

２ 申立期間②、③及び④について、申立人のＢ社に係る雇用保険加入記録は、

オンライン記録と一致している。 

また、申立期間②、③及び④において同社での厚生年金保険の加入記録が

ある者に照会し、回答のあった 13 人のうち３人は、申立人を覚えていると

しているものの、申立人の在籍期間は不明としていることから、当該期間に

おける申立人の勤務実態は確認できない。 

さらに、同社は既に解散している上、申立期間当時の事業主も既に亡くな

っていることから、申立人の申立期間②、③及び④に係る勤務実態及び保険

料控除に係る詳細を確認することができない。 

加えて、申立人は、同社において被保険者資格を２回喪失しているところ、

それぞれ申立人の健康保険被保険者証が返納された記録が確認できる。 

その上、同社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録は

オンライン記録と一致する上、同社に係る被保険者原票を見ても、申立期間

②、③及び④において健康保険番号に欠番は無く、申立人の原票は見当たら

ない。 

３ 申立期間⑤について、申立人が勤務したとするＣ社は、オンライン記録で

は適用事業所として記録されていない上、申立人は、「同社は個人事業であ

り、従業員は１人だった。」としていることから、同社は、申立期間⑤当時、

適用事業所としての要件（当時は、常時使用する従業員が５人以上）を満た

していなかったことがうかがえる。 

また、申立人は、同社の事業主について姓しか覚えておらず、当該事業主

を特定することはできないことから、申立人の申立期間⑤に係る勤務実態及

び保険料控除に係る詳細を確認することができない。 

４ 申立期間⑥について、申立人は、Ｄ社（現在は、Ｅ社）又はＥ社に勤務し

たとしているところ、申立人の雇用保険加入記録を見ると、Ｅ社において昭

和 57年１月５日から 60年７月 25日までの期間及びＤ社において 60年７月

26日から同年９月 25日までの期間の加入記録となっており、この両社に係

る被保険者記録は、オンライン記録と一致している。 

また、Ｅ社は、申立人に係る同社の被保険者資格取得確認通知書（昭和

57 年１月５日取得）及び被保険者資格喪失確認通知書（昭和 60 年７月 26

日喪失）を保管しているところ、この記録も申立人のオンライン記録と一致



                      

  

している。 

さらに、Ｄ社において厚生年金保険の加入記録がある者に照会し、４人か

ら回答があったが、全員が申立人を覚えているとしているものの、在籍期間

は不明としていることから、申立期間⑥における申立人の勤務実態は確認で

きない。 

加えて、Ｅ社は、申立人に係る在籍及び保険料控除が確認できる資料は既

に廃棄済みのため不明としており、申立人の申立期間⑥における勤務実態及

び保険料控除に係る詳細を確認することができない。 

その上、申立人の両社に係る被保険者原票の記録は、オンライン記録と一

致している上、両社に係る被保険者原票では、申立期間⑥において健康保険

番号に欠番は無く、申立人の原票は見当たらない。 

５ 申立期間⑦について、申立人の雇用保険加入記録では、申立人は、昭和

62年５月８日から平成元年３月 31日までＦ社において被保険者資格を取得

していることから、申立人は、申立期間⑦のうち昭和 62 年５月８日以後は

同社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、同社が保管する厚生年金保険の適用通知書及びオンライン

記録により、同社は、昭和 63 年６月１日に適用事業所となっており、申立

期間⑦においては、適用事業所ではない。 

また、同社が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認およ

び標準報酬決定通知書」により、申立人は、同社が適用事業所となった昭和

63年６月１日に被保険者資格を取得していることが確認できる上、同社は、

「申立期間⑦に係る労働者名簿及び賃金台帳は保管しておらず、申立人の勤

務実態等は不明であるが、当社が厚生年金保険の適用事業所となるまでは、

従業員の給与から厚生年金保険料は控除しておらず、従業員は各自で国民年

金に加入していた。」と回答している。 

さらに、同社において、申立人と同日に被保険者資格を取得している者に

照会し、回答のあった１人は、「申立期間当時、Ｆ社は、厚生年金保険に加

入していなかったので、私は、国民年金に加入していた。その間、給与から

厚生年金保険料は控除されていなかったと思う。」としている。 

加えて、オンライン記録では、申立人は、申立期間⑦において、国民年金

に加入し、保険料納付済期間となっている。 

６ このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1978 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 26年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 46年６月 10日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 42年４月１日から 52年 12月 29日までＡ社に継続して勤務し

ており、給与から厚生年金保険料を控除されていた。 

それにもかかわらず、昭和 46年６月 10日から同年 10月１日までの厚生

年金保険の被保険者記録が欠落しているが、この間に会社を辞める理由は無

く、会社都合などの事情も聞いたことがないので、調査して記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の同僚調査の結果、回答のあった８人のうち５人が申立人を知

っており、そのうち３人が、「申立人は、昭和 46年には申立事業所を辞めてい

ないと思う。」と回答していることから、申立人が申立期間に申立事業所に在

籍していたことは推認される。 

しかしながら、申立人の申立事業所に係る雇用保険の加入記録を見ると、昭

和 42 年３月 25 日に資格取得し、45 年 12 月 30 日に離職した後、48 年 12 月

15日に再度資格取得し、52年 12月 25日に離職しており、申立期間に係る加

入記録は無い。 

また、調査の過程で名前の挙がった申立期間当時の同僚の中には、申立事業

所に係る厚生年金保険の加入記録が確認できない者がいるほか、オンライン記

録によると、申立事業所において昭和 30年代から 50年代までの間に一旦被保

険者資格を喪失した後、再度資格取得している同僚が申立人以外に９人確認で

き、その中の１人は、「申立事業所に言われて一時期被保険者資格を喪失して

いた。」としていることから、申立事業所は、従業員によっては被保険者扱い

とせず、あるいは、一旦被保険者資格を喪失させていた状況がうかがえる。 

さらに、申立事業所の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記



                      

  

録は、オンライン記録と一致しているほか、申立人の申立事業所の最初の被保

険者期間に係る被保険者原票に「証回収」の記載があり、健康保険被保険者証

が回収されていたことが確認できる。 

加えて、申立事業所は既に解散しており、申立人に係る当時の人事記録及び

給与関係書類を確認することができず、このほか、申立人に係る厚生年金保険

料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1979 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和６年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 49年７月 20日から同年 12月 30日まで 

私は、Ａ社から仕事を請けていた同僚の自宅の作業場で、昭和 48 年８月

頃から 49年 12月末頃まで勤務していた。この間、Ａ社で厚生年金保険に加

入させてもらっていた。 

しかし、厚生年金保険の加入記録が昭和49年７月20日までとなっており、

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた同僚及びその夫は、「申立人は、申立期間においても

継続して勤務していた。」と回答していることから、申立人が申立期間におい

て、申立事業所に勤務していたことが推認できるほか、当該同僚の夫は、「申

立期間当時、私の自宅で勤務していた人の賃金計算は私が行っており、賃金か

ら厚生年金保険料を控除していた。」と回答している。 

しかしながら、同僚の夫は、保険料の控除の方法について、あらかじめ申立

事業所が厚生年金保険料を控除した工賃を同僚の夫のところに送金していた

としていることから、同僚の夫が申立人の給与から厚生年金保険料を直接控除

していたわけではない。 

また、申立人は、「給与は、申立事業所から支給されていたわけではなく同

僚から手渡しで受けていた。」とし、同僚の夫は、「申立事業所と申立人は直接

的な雇用関係は無く、私が申立事業所から個人事業主の形で仕事を請け、私が

申立人に給与を支払っていた。」と回答していることから、申立人と申立事業

所との間には直接的な雇用関係は無かったものと推認される。 

さらに、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人

は、昭和 49年７月 20 日の被保険者資格の喪失に伴い、同年７月 30日に健康

保険被保険者証を社会保険事務所（当時）に返納している記録が確認できる。 



                      

  

加えて、申立期間のうち、申立人の夫の被保険者原票により、申立人は、昭

和 49年 10月 23日に夫が加入する健康保険の被扶養者に認定されている上、

申立人が所持する年金手帳及びＢ市が保管する国民年金被保険者名簿により、

申立人は、同年 11月 12日に国民年金に任意加入し、その後の国民年金保険料

を全て納付していることが確認できる。 

このほか、申立事業所は既に閉鎖されており、照会した当時の取締役二人の

うち、回答があった一人は、「書類が無いため、当時の状況は分からない。」と

回答し、申立人も給与明細書等を所持しておらず、ほかに申立期間における厚

生年金保険料の給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1980 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 18年７月から 21年６月まで 

父親が、申立期間にＡ社に在籍していたことは会社発行の証明書により明

らかなので、当該期間に係る厚生年金保険の加入の有無を調査してほしい。 

（注）申立ては、申立人の長男が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社（申立事業所の承継会社）から提出された職員名簿により、申立人が申

立期間において申立事業所に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、同社は、「申立人は外地採用であり、厚生年金保険に加入さ

せていなかった。」と回答している上、申立期間当時、労働者年金保険法及び

厚生年金保険法の適用範囲は「内地」である現在の日本国内とされていたこと

を踏まえると、「外地」であるＣに所在する申立事業所の事務所に勤務してい

た申立人は、厚生年金保険の適用を受けなかったものと判断できる。 

また、申立期間において労働者年金保険法及び厚生年金保険法の適用事業所

であったＤ社、同社Ｅ工場、Ｆ社Ｅ工場及びＡ社Ｇ鉱業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿を調査したが、申立人の名前は見当たらない上、申立人

の長男から提出された「旧Ｆ社Ｈ関係者名簿（昭和 41年 11月 30日現在）」に

名前が掲載されている者のうち、本人が特定できた 15 人について厚生年金保

険の加入記録を調査したが、いずれも申立事業所における厚生年金保険の被保

険者記録は確認できなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に



                      

  

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 18年４月８日から 19年 10月１日まで              

    私は、昭和 14年４月にＡ社に入社し、学校に通いながら、鋳造用の木型

作りの業務に従事した。19年 11月１日に軍に入隊するため一時的に会社を

離れるまで、仕事内容に変化は無かったにもかかわらず、申立期間の厚生年

金保険の記録が無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の同僚の供述及び昭和20年９月20日付け解雇通知書等によれ

ば、申立人は、申立事業所に 14 年４月１日に入社し、20 年９月 20 日に退職

していることから、申立期間において継続して勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、労働者年金保険制度が発足した昭和 17 年１月から厚生年金

保険法が施行される 19 年６月までの間においては、労働者年金保険法の対象

となる被保険者は工場等で肉体的労働に携わる男子労働者に限定され、精神的

労働をもって管理事務に従事する職員等は被保険者とならないとされていた

ところ、申立人の厚生年金保険被保険者台帳によれば、「資格喪失年月日 18．

４.８原因職員」と記載されており、申立人は 18年４月８日に職員となって被

保険者資格を喪失したことが確認できる上、申立事業所において、申立人と同

様に職員となったことを原因として労働者年金保険の被保険者資格を喪失し

た者が 57 人確認できることから、申立人は、同日に工員から職員へ変更され

たため、労働者年金保険法の対象となる被保険者ではなくなったものと考えら

れる。 

また、昭和 19 年６月１日の厚生年金保険法の施行により職員も厚生年金保

険被保険者の対象となったことから、申立人は、同日に申立事業所において厚

生年金保険の被保険者資格を再取得したものと考えられるところ、申立人の被

保険者資格取得日は同年 10 月１日とされているが、これは同法に基づく厚生



                      

  

年金保険料の徴収が同月から開始されたことと符合している。 

さらに、申立人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたとする事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申

立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1982（事案 1493の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： 昭和 56年８月から 57年１月４日まで 

申立てに係る第三者委員会の非あっせん通知書を受け取ったが、委員会の

判断の理由として記載されている、「使用人異動報告書」に名前のある同僚

の供述内容については、申立事業所と利害関係がある者であれば、信憑
ぴょう

性

には疑義がある。また、通知書の中で、申立事業所は、「業務の採算性を考

慮し、健康保険、厚生年金保険に加入することの様子を見ていた可能性があ

る。」とし、「厚生年金保険の加入について、他の社員とは異なる取扱いをし

ていた可能性がある。」としているが、申立事業所が届出を忘れていたとい

う可能性が高いので、私の給与から厚生年金保険料が控除されていなかった

という明確な供述が無い以上、私の申立ては認められるべきである。 

新たな資料は無いが、申立期間において、厚生年金保険料は間違いなく給

与から控除されていたので、再度、審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人が申立期間に申立事業所に勤務していたことは

確認できるものの、ⅰ）申立事業所の承継事業所が保管する「健康保険厚生年

金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生年

金保険被保険者資格喪失確認通知書」により、申立人は、申立期間において厚

生年金保険被保険者ではなかったことが確認できること、ⅱ）申立人は、健康

保険証をもらったのは、翌年(昭和 57 年１月)になってからだったと供述して

いるところ、同僚は、「事務担当者が申立人の健康保険の加入手続を忘れてい

たようで、申立人の加入時期は、入社後しばらくしてからになったことは覚え

ている。」と供述していること、ⅲ）申立事業所の承継事業所は、「社会保険に

加入していない社員の給与から保険料を控除することはあり得ない。申立人は、



                      

  

事務処理のコンピューター化のために初めて採用した社員で、コンピューター

関係の業務量や採算性を考慮しながら、様子を見ていた可能性があり、事務の

補助業務を行っていた社員とは社会保険の加入について、区別していたかも知

れない。」と回答しており、厚生年金保険の加入について他の社員とは異なる

取扱いをしていた可能性がうかがえることなどから、既に当委員会の決定に基

づき、平成 22 年８月５日付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が

行われている。 

今回、申立人は、厚生年金保険料が給与から控除されていたことを示す新た

な資料は無いが、同僚の供述内容は申立事業所と利害関係がある者であれば信

憑
ぴょう

性には疑義があること、及び申立事業所の回答内容からみて、申立事業所

が届出を忘れていたという可能性が高いことから、申立人の給与から保険料が

控除されていなかったという明確な供述が無い以上、申立ては認められるべき

であると申し立てている。 

ところで、年金記録確認第三者委員会は、「年金記録に係る申立てに対する

あっせんに当たっての基本方針」（平成 19年７月 10日総務大臣決定）に基づ

き、公正な判断を示すこととしており、判断の基準は、「申立ての内容が、社

会通念に照らし『明らかに不合理ではなく、一応確からしいこと』」とされて

いる。 

本事案の場合は、申立事業所の承継事業所が保管する「健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生年金保

険被保険者資格喪失確認通知書」により、申立期間において申立人は厚生年金

保険被保険者ではなかったことが確認できるところ、申立人は健康保険証をも

らったのは、申立期間直後の昭和 57年１月であったと供述していることから、

申立期間において保険料を給与から控除されていたか否かを判断することと

なるが、申立事業所の承継事業所の回答及び申立事業所とは利害関係が無いと

する同僚の供述から、保険料が給与から控除されていなかったことをうかがわ

せる周辺事情が存在し、一方で申立人は保険料を給与から控除されていたと主

張するのみで、保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情

は見当たらない。 

したがって、申立人からは給与から保険料が控除されていたことを示す新た

な資料の提出や周辺事情に関する供述は無く、そのほかに委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保

険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1983 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 57年春頃から 60年４月 15日まで 

私は、昭和 57 年春頃にＡ市の公共職業安定所でＢ事業所を紹介され、同

社の面接を経て採用され平成３年７月まで勤務したにもかかわらず、申立期

間の厚生年金保険の加入記録が無いのは納得できない。 

なお、申立期間当時は、車を運転して車を１台ごと運ぶ陸送員の仕事をし

ていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所の複数の同僚の供述から、申立人は、昭和 57 年春頃から申立事

業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立事業所の複数の同僚は、「陸送員はアルバイトであり、

正社員ではなかった。」とし、このうち一人は、「申立人は、申立期間当時、ア

ルバイトであった。」と供述している上、申立事業所の給与計算及び社会保険

事務を行っていた系列会社の担当者は、「申立人は、申立期間当時、陸送員と

して申立事業所で働いていたが、アルバイトとしての給与を支払っていた。ま

た、厚生年金保険料については、正社員であれば社会保険事務所（当時）に届

け出て控除していたが、アルバイトについては控除していなかった。」と供述

している。 

また、申立人は、「申立事業所で陸送員として３年ぐらい勤務した後、大型

トラックに車を積載して運搬する仕事に変わった。」と供述しているところ、

この時期は、申立人が申立事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得

した時期（昭和 60年４月 15日）とほぼと一致し、申立人は、申立期間当時、

アルバイトであったとする前述の同僚の供述内容と符合する。 

さらに、申立事業所における申立期間の雇用保険の加入記録は無い上、申立



                      

  

期間当時の申立事業所の事業主は、「申立人は、Ｂ事業所の社名をＣ事業所に

変更する際に、面接して正社員として採用した。」と供述していることから、

申立人は、申立期間当時、申立事業所においては正社員ではなかったものと考

えられる。 

加えて、申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に係る

整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない上、ほかに申立人が申立

期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

うかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1984 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 59年３月から 63年６月１日まで 

私は、昭和 59年３月にＡ社に入社し、平成 20年７月末日まで継続して勤

務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の記録が無いので、訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所から提出された申立人に係る退職金計算書により、申立人が昭和

59年３月 29日に申立事業所に入社し、申立期間において継続して勤務してい

たことが確認できる。 

しかしながら、申立人の申立事業所に係る雇用保険の資格取得日は、厚生年

金保険の被保険者資格取得日と同じ昭和 63 年６月１日である上、申立事業所

は、「賃金台帳など、申立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険料を控除

していたことが確認できる資料は無い。」と回答しており、申立期間に申立事

業所で厚生年金保険の被保険者記録がある同僚 11人は、「申立期間に申立人の

給与から厚生年金保険料が控除されていたか否かは分からない。」と供述して

いる。 

また、同僚から提出された昭和 62年 11月時点の社員住所録に掲載されてい

る社員 40 人について、同住所録に記載されている入社日と厚生年金保険の加

入日を比較したところ、加入記録の無い者が２人、入社月の翌月以降に厚生年

金保険に加入している者が申立人を含め 29 人確認できることから、申立事業

所では入社と同時に全ての社員を厚生年金保険に加入させる取扱いは行って

いなかった可能性がうかがわれる上、申立期間について、申立事業所に係るオ

ンライン記録の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない。 

さらに、Ｂ市Ｃ区役所が保管する申立人の世帯に係る国民健康保険の加入記

録（期別収納状況）によれば、申立期間の一部期間（昭和 60年から 63年まで）



                      

  

において国民健康保険に加入するとともに、申立期間の終期である昭和 63 年

５月までの国民健康保険料が調定されていることが確認できるところ、当該期

間において申立人と同一世帯であった申立人の妻、長女及び長男には厚生年金

保険の加入記録があることを踏まえると、申立人は当該期間において国民健康

保険に加入していたものと考えられ、健康保険及び厚生年金保険に加入してい

たことは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正 12年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 48年 12月７日から 56年９月 30日まで 

私は、代表取締役としてＡ社を設立し、同社が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 48年 12月７日から解散した 56年９月 30日までの間、当時の

標準報酬等級表の最高額の標準報酬月額に見合う保険料を納付した。この間、

給与を下げたことは一度も無いにもかかわらず、オンライン記録の標準報酬

月額が、当時の標準報酬等級表の最高額の標準報酬月額よりも低く記録され

ており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額が、当時の標準報酬等級表の最高額の標

準報酬月額であったと申し立てており、オンライン記録によれば、申立期間の

うち、昭和 48年 12月から 50年７月までの期間及び 54年８月から 55年９月

までの期間の標準報酬月額は、当時の標準報酬等級表の最高額の標準報酬月額

と一致していることが確認できる。 

しかしながら、申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、

申立期間において、標準報酬月額が遡及訂正された痕跡は認められず、申立期

間において少なくとも６回は、標準報酬月額に係る月額変更届及び算定基礎届

を提出する機会があったと考えられることから、代表取締役である申立人が、

長期間にわたり標準報酬月額が低く届出されていたことを知らなかったとは

考え難い。 

また、申立事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申

立人の申立期間に係る賃金台帳等を確認することはできない上、申立人は給与

明細書等を保管しておらず、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



                      

  

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標準報酬

月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判

断しているところであるが、特例法第１条第 1項ただし書きでは、特例対象者

（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していない

ことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂

正の対象とすることはできない旨規定されている。 

これらを総合的に判断すると、仮に申立期間について、申立人が主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることができたとしても、商業登記簿謄本により、申立人は、申立期間

において申立事業所の代表取締役であったことが確認できることから、上記の

とおり特例法第１条第 1項ただし書きに規定される「保険料納付義務を履行し

ていないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当す

ると認められることから、申立期間に係る標準報酬月額については、同法に基

づく記録訂正の対象とすることはできない。 

 


